
 

水田園芸拠点づくり事業費補助金交付要綱 

制  定 令和２年３月３１日付け農園第１１５４号 

一部改正 令和２年５月７日付け産支第１１２号 

一部改正 令和３年４月１日付け産支第７７１号 

一部改正 令和４年３月１７日付け産支第７４７号 

一部改正 令和４年４月１日付け産支第８０１号 

一部改正 令和５年３月３日付け産支第７７８号 

一部改正 令和５年４月１日付け産支第８３４号 

一部改正 令和６年４月１日付け産支第９７７号 

一部改正 令和７年４月１日付け６産支第８２０号 

 一部改正 令和８年４月１日付け７産支第８５４号                   

 （趣旨） 

第１ 水田を活用し農業所得や農業生産性の向上を図るためには、高い収益が見込める園芸作

物の導入が必要である。しかし、本県では湿田が多いため、水田における園芸作物では収量

が低く、加えて担い手の高齢化や機械化の遅れ、作業集中による労力不足等から、一定のロ

ットを持ったまとまりのある産地が少ない状況にある。 

そこで、水田園芸に取り組む産地協議会等が、意欲のある経営体や組織を地域でまとめ、

機械化や労力補完のための仕組みづくり等を一体的に進めていくことで、生産性や販売力

の強化が可能となるような拠点産地の形成を支援する事業を実施するものとし、その事業

に要する経費に対し、予算の範囲内において水田園芸に取り組む産地協議会等に補助金を

交付する。その交付については、補助金等交付規則（昭和 32 年島根県規則第 32 号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は次のとおりとする。 

（１）拠点産地 

島根県農林水産基本計画において推進する品目（以下「県推進品目」という。）

の生産、販売において、機械の共同利用や作業受託体制の整備など共同化・分業化

の仕組みを構築し、担い手の確保に取り組む産地 

（２）産地協議会 

水田園芸拠点づくりを行おうとする市町村又は農業者等の組織する団体並びに県

 普及組織等により構成する団体 

 

 （補助事業区分、補助率等） 

第３ 補助金の事業区分、補助対象経費、事業実施主体及び補助率等は、別表に定めるところ

による。 

 ２ 算出された補助金額に千円未満が生じた場合は切り捨てるものとする。 

  



（補助金の交付申請） 

第４  規則第４条の規定による申請書は様式第２号のとおりとする。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請書を提出するに当たって、事業実施主

体において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び

地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れ

に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226

号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなけ

ればならない。 

   ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでないものにつ

いては、この限りではない。 

 

 （変更交付申請） 

第５  補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という）が、次の各号に掲げるいずれか

の重要な変更を行おうとするときには、様式第３号の変更承認申請書を知事に提出し、承

認を受けなければならない。なお、重要な変更以外の軽微な変更については、別途指示を

受けるものとする。 

（１）補助事業の実施主体の変更 

    （２）補助事業の中止又は廃止 

    （３）事業実施主体の事業種目の追加、又は補助金を増額、又は 20 パーセントを超えた減額 

    （４）事業内容の主要な部分に関する変更 

 （５）その他知事が必要と認める場合 

２ 補助事業者が、規則第９条第２項の規定に基づき知事の指示を受けようとするときは、

様式第 13 号による報告書を提出しなければならない。 

 

  （概算払請求） 

第６  補助事業者が概算払により補助金の交付を受けようとするときは、様式第５号により請

求書を知事に提出しなければならない。 

 

  （完了報告） 

第７  補助事業者は、事業が完了したときは様式第６号により完了報告を行い、速やかに検査

を受けなければならない。 

 

 （実績報告） 

第８ 規則第 10 条に規定する実績報告書は、様式第７号によるものとし、提出の時期は、補助

事業が完了した日から起算して 30 日を経過した日又は補助金の交付決定を受けた日の属

する年度の末日のいずれか早い日とする。 

２ 補助事業者は、実績報告を行うに当たっては、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が

明らかとなった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 



（事業実施状況報告） 

第９ 補助事業者は、別表の１の（１）,（２）、２の（１）,（２）,（３）に定める事業及

び（５）のうち農業用ハウス整備を実施したときは、その翌年度から５年間、当該年度に

おける達成状況等を様式第８号により５月末までに報告するものとする。 

２ 補助事業者は、別表の２の（４）に定める事業を実施したときは、その翌年度から５年

間、当該年度における利用状況等を様式第９号により５月末までに報告するものとする。 

３ 補助事業者は、別表の２の（５）のうち研修用ハウス整備を実施したときは、その翌年

度から５年間又は研修対象者が独立自営就農した年度までのいずれか早い年度まで、当該

年度における達成状況等を様式第 10 号により５月末までに報告するものとする。 

 

 （財産の処分の制限） 

第 10  規則第 13 条第１項第４号に規定する財産は、全ての施設、機械及び器具とする。 

 ２ 規則第 13 条第２項に規定する知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す 

る省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数に相当する期間とする。 

 

 （消費税仕入控除税額の確定） 

第 11 知事は、第４条第２項ただし書の規定による交付の申請がなされた場合において、補助

  金の額の確定前に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が

  確定したときには、補助金の額を確定する際に当該消費税等仕入控除税額を減額して補助

  金の額を確定するものとする。 

２ 補助事業者は、補助金の額の確定後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る

消費税仕入控除税額が確定した場合には、様式第 11 号による報告書を知事に提出しなけ

ればならない。 

３ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税仕入控除税額の全額又は一部の返還

を命ずるものとする。 

 

 （帳簿等の保存） 

第 12 補助事業を実施するに当たっては、当該補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳

簿並びに証拠書類を備え、補助金交付の決定を受けた年度の翌年度から５年間保管しなけ

ればならない。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で処分制限期間

を経過しない場合においては、財産管理台帳（様式第 12 号）その他関係書類を整備保管

しなければならない。 

 

 （国際水準ＧＡＰ・美味しまね認証の取得） 

第 13 別表の２の（３）に定める事業により施設・機械等を整備する農業者及び別表の２の（５）

に定める事業によりハウス等を整備又は借り受ける農業者は、事業実施年度の翌年度末ま

でに、国際水準ＧＡＰ・美味しまね認証の取得を行うものとする。なお、新規就農者など営

農実態がない場合においては、営農開始年度の翌年度末までに取得するものとする。 

  



（その他） 

第 14 この補助金を交付する事業を実施するにあたり必要な事項は、原則として別紙「実施基

準」によるものとし、それ以外に必要な事項は農林水産部長が別に定める。 

 

 

 

 附 則 

  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   

 附 則 

  この要綱は、令和２年５月７日から施行する。 

 

 附 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

  この要綱は、令和４年３月１７日から施行する。 

 

 附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する 

 

 附 則 

  この要綱は、令和５年３月３日から施行する 

 

附 則 

  この要綱は、令和５年４月１日から施行する 

 

附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する 

 

附 則 

  １ この要綱は、令和７年４月１日から施行する 

  ２ この通知による改正前までに実施している事業については、なお従前の例による 

 

附 則 

  この要綱は、令和８年４月１日から施行する 

 

 


